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平成 29 年度事業報告書 

 

1 事業実施状況 

 平成 29 年度（平成 29 年 7 月 18 日から平成 30 年 3 月 31 日まで）の事業実施状況

は以下のとおりです。 

 

（1）電力小売事業 

   本年度は、設立初年度であることから電気事業法に定められた「小売電気事業者」

の登録など諸手続を行うとともに、12 月から市内公共施設への電力供給を開始しま

した。 

ア 電力調達 

    太陽光発電から 57,430kWh、小水力発電から 93,573kWh、大阪ガス株式会社 

  から 4,067,411kWh、合計 4,218,413kWh を調達しました。 

  イ 電力供給 

    市内公共施設のうち高圧施設 39 施設、低圧施設 16 施設、合計 55 施設に対して 

  高圧 3,785,479kWh、低圧 133,841kWh、合計 3,919,320kWh を供給しました。 

 また、当初の計画を前倒しし、平成 30 年 2 月から市内民間事業者への電力供給 

を開始し、高圧施設 6 施設、低圧施設 2 施設に対して高圧 102,432kWh、低圧 1,825 

kWh、合計 104,257kWh を供給しました。 

 事業全体としては、年度末時点で総供給量 4,023,577kWh、総契約電力 4,594kW 

売上は 76,561 千円となりました。 

 

（2）コミュニティサービス事業 

   本年度は、電力小売事業の収益を活用したコミュニティサービスとして、働く世

代を主なターゲットとした平成 30 年 2 月 18 日に「はたらく人のセルフケア 今日

からはじめる肩と腰のセルフケア」を開催しました。 

また、次年度からの更なる展開へ向けて、市民のニーズや意見の把握、反映の方法

等について検討を行いました。 
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2 会社の概要 

（1）名称：いこま市民パワー株式会社 

（2）設立形態：株式会社 

（3）設立年月日：平成 29 年７月 18 日 

（4）設立目的：電力小売事業 

        太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギー電力等を活用した「電 

力小売事業」を生駒市内において展開することにより、エネルギーの

地産地消、市域の活性化、市民生活の利便性の向上を図ることを目的

とします。 

（5）出資額等：出資総額 15,000 千円 

   【内訳】 生駒市             7,650 千円（51％） 

大阪ガス株式会社        5,100 千円（34％） 

生駒商工会議所           900 千円（6％） 

株式会社南都銀行          750 千円（5％） 

一般社団法人市民エネルギー生駒  600 千円（4％） 

（6）事務所の位置：生駒市谷田町 1615 番地  

生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター内 

（7）企業理念：～まちの魅力向上・課題解決に、エネルギーを切り口に取組む～ 

   ア 収益は、株主に配当せず、市民サービスやまちの活性化のために活用します。 

   イ 新たな再生可能エネルギー電源の獲得、エネルギーの地産地消を進めます。 

   ウ 市民のみなさんと一緒に考え、創っていく「市民による市民のための電力会 

社」を目指します。 

（8）役職員：代表取締役 小紫 雅史（生駒市） 

       取締役  大黒 賢宏（大阪ガス株式会社） 

       取締役 大原  暁 （生駒商工会議所） 

       取締役  楠   正志（一般社団法人市民エネルギー生駒） 

            監査役 竹本 和靖（株式会社南都銀行） 

       職員 2 名（大阪ガス株式会社から出向） 














